
天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 書

（ 第 １ 号 ）

令 和 ８ 年 度

議第５１号
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第１条　令和８年度天草市の下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。　

（収益的収入及び支出）

第２条　令和８年度天草市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額） （計）

　第１款　下水道事業費用 1,906,239 千円 13,595 千円 1,919,834 千円

　　第１項　営 　業 　費 　用 1,846,820 千円 13,595 千円 1,860,415 千円

（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中、「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６８１，９１０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

  調整額５６，５９０千円、過年度分損益勘定留保資金３６７，６４７千円及び当年度分損益勘定留保資金２５７，６７３千円」を「資本的収入額が資

  本的支出額に対し不足する額５６７，７１０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５６，５９０千円、過年度分損益勘定留保資金

  ３６７，６４７千円及び当年度分損益勘定留保資金１４３，４７３千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
  

（既決予定額） （補正予定額） （計）

　第１款　資　本　的　収　入 906,373 千円 114,200 千円 1,020,573 千円

　　第１項　企　業　債 461,200 千円 114,200 千円 575,400 千円

第４条　予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第１表　企業債補正」による。

令和８年６月８日提出

天草市長　馬場　昭治

（企業債の補正）

令和８年度天草市下水道事業会計補正予算（第１号）

（科　　　目）

（総 　　 則）

（科　　　目）

支　　　　出

収　　　　入
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第１表　企業債補正

１　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

建設改良事業 461,200
証書借入

又は
証券発行

　5.0%以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　政府資金についてはそ
の融資条件により、銀行
その他の場合にはその債
権者と協定するものによ
る。ただし、市財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は繰
上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

575,400
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

起債の目的
補 正 前 補 正 後
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令 和 ８ 年 度

天草市下水道事業会計補正予算 (第１号）に関する説明書
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４ 令和８年度天草市下水道事業会計に関する注記 ・・・・・・・

目 次

令和８年度天草市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

令和８年度天草市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令和８年度天草市下水道事業予定貸借対照表

６頁

１１～１２頁

８～１０頁

７頁
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支 出 （単位：千円）

款 項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

1 下水道事業費用 1,906,239 13,595 1,919,834

1 営 業 費 用 1,846,820 13,595 1,860,415

２ ポ ン プ 場 費 53,913 1,289 55,202

３ 処 理 場 費 524,882 12,306 537,188

収 入 （単位：千円）

款 項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

1 資 本 的 収 入 906,373 114,200 1,020,573

１ 企 業 債 461,200 114,200 575,400

１ 企 業 債 461,200 114,200 575,400

令和８年度天草市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 5,899 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,063,368

減 価 償 却 費 1,063,125 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 5,000 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 590 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 495,653 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 5,902 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 409,290

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 58,719 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

資 本 費 組 入 収 益 0 一 般 会 計 補 助 金 に よ る 収 入 29,526

固 定 資 産 売 却 損 益 （ △ は 益 ） 0 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 6,357

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 27,241 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 618,195

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 Ⅲ

その他流動資産の増減額（△は増加） 56,590 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 575,400

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 36,581 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 524,915

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 50,485

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 17,288 Ⅳ 59,893

680,420 Ⅴ 618,622

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 5,902

利 息 の 支 払 額 △ 58,719

627,603

小 計

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

（間接法により算出）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

令和８年度天草市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 首 残 高

678,515資 金 期 末 残 高Ⅵ
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  299,503
    ロ 1,696,961
          △ 577,712 1,119,249
    ハ 20,457,705
          △ 7,217,794 13,239,911
    二 8,089,937
          △ 3,838,387 4,251,550
    ホ 1,653
          △ 1,571 82
    へ 4,566
          △ 3,247 1,319
    ト 1,371
          0 1,371
    チ 122,331
      19,035,316
(2)

イ  897
ロ 6,718

      7,615
      19,042,931
2
(1) 678,515
(2) 128,599

△ 1,703 126,896
      805,411
      19,848,342

土 地

令和８年度天草市下水道事業予定貸借対照表
（　令和　９年　３月３１日　)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

電 話 加 入 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

現 金 預 金
未 収 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

－ 8 －



千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,129,012

(2)

    イ  69,539

69,539

      4,198,551

4

(1)

イ  533,461

(2) 122,634

(3)

    イ  7,191

ロ 1,461

8,652

(4) 22

      664,769

5

(1) 14,437,003

(2) △ 5,575,624

8,861,379

      13,724,699

                                                                                                                                    

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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千円 千円 千円

6

(1) 5,801,328

      5,801,328

7

(1)

イ 139,799

ロ 6,507

ハ 446 146,752

(2)

    イ 175,563

      175,563

      322,315

      6,123,643

      19,848,342

                                                                                                                                    

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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１. １.

(1)

(2)

２. （セグメント情報に関する注記）

(1) １．報告セグメントの概要

(2)

(3)

３.

令 和 ８ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見
込額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権
として認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定し
ている。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

（予定貸借対照表等に関する注記）

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、３，５９２，６１２千円である。

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年
度から職員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を
費用処理している。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対し
て支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。

　賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員
の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当
基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

引当金の計上方法

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用
している。

　退職給付引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

（自　令和８年４月１日　　至　令和９年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合　　　計

営業収益 662,981 52,814 88,309 14,848 818,952

営業費用 1,183,858 211,901 347,286 53,130 1,796,175

営業損益 △ 520,877 △ 159,087 △ 258,977 △ 38,282 △ 977,223

経常損益 △ 8,253 4,761 6,000 3,846 6,354

セグメント資産 12,338,694 2,702,608 4,314,671 492,369 19,848,342

セグメント負債 7,817,394 2,049,042 3,536,726 321,537 13,724,699

その他の項目

他会計補助金等 380,571 136,494 183,151 28,856 729,072

減価償却費 723,883 115,651 202,522 21,069 1,063,125

特別損失 455 0 0 0 455

固定資産増加額 55,964 13,989 △ 171,880 3,373 △ 98,554

事　　業　　の　　内　　容

　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

項　　　目

セ　グ　メ　ン　ト　区　分

　公共下水道事業

　特定環境保全公共下水道事業

　漁業集落排水事業

　農業集落排水事業
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